
ま え が き

　東海教育自治研究会会員有志による共同研究の成果として、2006 年 5 月に公

刊した『現代教育と教師』（榊達雄・酒井博世・笠井尚編、大学教育出版）につ

いて、単なる改訂にとどまらず、あらためて研究会の成果を出版することにし

た。その理由は、公刊後 8 年経過したというだけではなく、教育をめぐる状況、

とりわけ教育行政の状況に大きな変化が見られたからである。例えば、2006 年

12 月には教育基本法が全面改定され、2007 年 6 月には学校教育法、地方教育行

政の組織及び運営に関する法律、教育職員免許法および教育公務員特例法の一部

改正が行われ、2008 年 3 月には小学校および中学校の学習指導要領が改訂・公

示され（高等学校学習指導要領の改訂・公示は 2009 年 3 月）、同年７月には改

定教育基本法 17 条 1 項に基づく教育振興基本計画が閣議決定（第 2 期教育振興

基本計画は 2013 年 6 月閣議決定）されている。また、全国一斉学力テストが、

2007 年から 2009 年まで実施されている（2013 年に復活）。他方、教育現場では、

“いじめ”による生徒の自殺、体罰による生徒の自殺が起こっており、マスコミ

でも大きくとりあげられている状況がある。こうした教育行政その他の状況を背

景に、研究会の成果の蓄積を踏まえて、出版することにしたわけである。

　本書は、現代の教育における教師の役割に焦点を当てて、教師をめぐる問題を

包括的に検討した前書を、発展させるために、あらためて本研究会の前身の名古

屋教職理論研究会時代の教職理論研究の「四つの接近法」（勝野尚行「教職理論

研究の四つの課題」勝野尚行編『教育実践と教育行政 ─ 教職理論研究序説 ─』

法律文化社、1972 年、7–19 頁）を今日の状況にあうように解釈して、適用させ

ることにした。「四つの接近法」は、①教育技術論からの接近、②専門職論から

の接近、③教育行政論への接近、④教育労働者論からの接近、で構成されてい

る。①では、教育を受ける権利を保障する教育（労働）は専門職労働ないし学問

的労働でなければならないことを論じ、②では、教師＝教職が専門職とみなされ

るべきであることは、対国家的関係のなかでこそいわれなければならないことを

論じ、③では、教職が専門職であることに対応した教育行政はどうあるべきかを
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論じ、④では、教職が専門職であることと、教師の社会的存在が労働者であるこ

ととの関係（教師の専門職性と労働者性との関係）を論ずることになるとしてい

た。　

  今日教育行政は、教育教条整備や学校の経営はもとより教育実践、専門職とし

ての教師のあり方、労働者としての教職員のあり方までも統制の下に置こうとし

ているといってもいい過ぎではない状況にある。他方、教育は国民協同の事業で

あると考え、開かれた学校づくりを進める教職員・父母・住民の運動もある。す

なわち、教育行政は、教育実践、専門職教師のあり方、労働者教師のあり方それ

ぞれを統制しようとし、他方教職員、父母・住民は協力・共同して、教育行政に

よるそれぞれの統制を批判し、真に子どもの教育を受ける権利を保障するよう

教育行政に要求している。現実のきびしい教育の状況を変えていくためには、教

職員は、父母・住民と手をつなぎ、教職員組合はもとより、一般の労働組合とも

連携が不可欠なのである。本書は、こうした状況下と「四つの接近法」を踏まえ

て、第Ⅰ部では、教育行政は教育実践自体を統制しようとしているが、教育実践

は子どもの教育を受ける権利を保障する学問的実践でなければならないこと、お

よび教育行政がその教育実践の条件整備をすべきことを論じている。第Ⅱ部で

は、教育行政は教師を専門職であると同時に労働者であることを認めようとしな

いが、教師は対権力との関係で専門職であると同時に、その社会的存在が労働者

であることを教育行政に認めさせる運動が必要であることを論じている。第Ⅲ部

では、教育行政は制度や経営を通して、教職員を全面的に統制下に置こうとして

いるが、教師や事務職員等は教師が専門職であることに対応した教育行政・経営

のあり方を要求していることを論じている。

  最後に、本書の出版に際しては、大学教育出版の佐藤守社長、編集部の安田愛

氏に大変お世話になった。ここに記してお礼申し上げる次第である。

　2014 年 8 月

編　者
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